
 

京 都 大 学 通 則 新 旧 対 照 表 

改 正 前 改 正 後 

 （前 略） 

第２８条  

２  

３  

 

４ 受理した授業料は、返還しない。ただし、免除 

 等規程第２条第３項から第５項までの規定により、 

 授業料を免除された場合であって、既に授業料を 

 納付している場合は、次の各号に定める額を返還 

 する。 

 

 

(1) 休学の場合は、その者が納めるべき授業料の 

 年額の１２分の１に相当する額に、休学する日 

 の属する月の翌月（休学する日が月の初日から 

 のときは、その月）から復学する日の属する月 

  の前月までの月数又は休学する日の属する期の 

  末日までの月数を乗じて得た額 

(2) 死亡若しくは行方不明による除籍又は退学若 

 しくは卒業の場合は、その者が納めるべき授業 

 料の年額の１２分の１に相当する額に、死亡若 

  しくは行方不明のため除籍された日又は退学 

  若しくは卒業する日の属する月の翌月から当該 

期の末日の属する月までの月数を乗じて得た額 

 

 

５ 前項ただし書に定めるもののほか、第１項ただ 

 し書の規定により、第２期に係る授業料を当該年 

 度の第１期に係る授業料を納めるときに併せて納 

 めた者が第２期に係る授業料の徴収時期前に休学、 

 死亡若しくは行方不明のため除籍され、又は退学 

 若しくは卒業し、かつ、申し出た場合にあつては、 

 既に納めた第２期に係る授業料に相当する額を 

 返還するものとする。 

 

 （中 略） 

 

第５３条 第１０条第３項、第１１条、第１２条第 

 ２項ないし第４項及び第７項本文、第１３条、第 

 １７条、第２３条第５項及び第６項ないし第２５ 

 条、第２８条第１項ただし書及び第２項ないし第 

 ５項、第３０条ないし第３４条の規定は、大学院 

 学生の場合に準用する。この場合において、第２ 

 ５条中「学部長」とあるのは「研究科長」と、第 

 ２８条第４項第２号及び第５項中「卒業」とある 

 のは「修了」と読み替えるものとする。 

 

 （中 略） 

 

 

第２８条 

２ 

３ 

 

４ 受理した授業料は、返還しない。ただし、受理 

した授業料のうち、免除等規程第２条第１項、第 

３項、第４項又は第５項の規定により免除した授 

業料は、返還する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５３条 第１０条第３項、第１１条、第１２条第 

 ２項ないし第４項及び第７項本文、第１３条、第 

 １７条、第２３条第５項及び第６項ないし第２５ 

 条、第２８条第１項ただし書及び第２項ないし第 

 ４項、第３０条ないし第３４条の規定は、大学院 

 学生の場合に準用する。この場合において、第２ 

 ５条中「学部長」とあるのは「研究科長」と読み 

替えるものとする。 

 

 

 

 

 

（略） （同 左） 



改 正 前 改 正 後 

第５３条の１５ 第１０条第３項、第１１条、第１ 

 ２条第２項ないし第４項及び第７項本文、第１３

条、第１７条、第１８条の２、第２３条第５項 

 及び第６項ないし第２５条、第２８条第１項ただ 

 し書及び第２項ないし第５項、第３０条ないし第 

 ３４条、第３６条第７項、第３６条の２、第３８条、

第３９条（第２号の場合に限る。）、第４０条な 

 いし第４２条の３、第４７条第１項及び第２項、 

 第５１条及び第５２条の規定は、専門職大学院等 

 学生の場合に準用する（法科大学院にあつては、 

 第４２条の２第３項、第４２条の３第３項及び第 

 ５１条第２項を除く。）。この場合において、第 

 ２５条中「学部長」とあるのは「法学研究科長、 

 医学研究科長、公共政策教育部長又は経営管理教 

 育部長」と、第２８条第４項第２号及び第５項中 

 「卒業」とあるのは「修了」と、第３６条第７項、

第３６条の２、第３８条第２項及び第３９条（第 

 ２号の場合に限る。）中「研究科」とあるのは「 

 研究科又は教育部」と、第４０条第１項中「研究 

 科に転科（地球環境学舎及び経営管理研究部にあ 

つては転部）」とあるのは「研究科又は教育部に、

それぞれ、転科若しくは転部」と、「当該研究科」 

とあるのは「当該研究科又は教育部」と、同条第 

２項中「研究科」とあるのは「研究科又は教育部 

」と、第４１条中「研究科長（総合生存学館長、 

地球環境学舎長及び経営管理教育部長を含む。以 

下同じ。）」とあるのは「法学研究科長、医学研 

究科長、公共政策教育部長又は経営管理教育部長 

」と、第４２条並びに第４７条第１項及び第２項 

中「研究科長」とあるのは「法学研究科長、医学 

研究科長、公共政策教育部長又は経営管理教育 

部長」と読み替えるものとする。 

 

 （中 略） 

 

第６５条 第４条、第６条、第８条、第９条、第１０

条第１項及び第３項、第１１条、第１２条第１項な

いし第５項及び第７項、第１３条、第１４条、第１

８条ないし第２６条、第２８条第１項、第２項、第

４項及び第５項、第２９条ないし第３４条の規定

は、学部の外国学生に準用する。 

２ 第１０条第１項及び第３項、第１１条、第１２条

第１項ないし第４項及び第７項本文、第１３条、第

２３条第５項及び第６項ないし第２５条、第２８条

第１項ただし書、第２項、第４項及び第５項、第３

０条ないし第３４条、第３６条第７項、第３６条の

２、第３８条、第４０条ないし第４２条、第４２条

の４ないし第５０条の２、第５１条第１項、第５２

条、第５３条後段、第５５条、第５６条の規定は、

大学院の外国学生に準用する。 

３  

４  

第５３条の１５ 第１０条第３項、第１１条、第１ 

 ２条第２項ないし第４項及び第７項本文、第１３

条、第１７条、第１８条の２、第２３条第５項 

 及び第６項ないし第２５条、第２８条第１項ただ 

 し書及び第２項ないし第４項、第３０条ないし第 

 ３４条、第３６条第７項、第３６条の２、第３８条、

第３９条（第２号の場合に限る。）、第４０条な 

 いし第４２条の３、第４７条第１項及び第２項、 

 第５１条及び第５２条の規定は、専門職大学院等 

 学生の場合に準用する（法科大学院にあつては、 

 第４２条の２第３項、第４２条の３第３項及び第 

 ５１条第２項を除く。）。この場合において、第 

 ２５条中「学部長」とあるのは「法学研究科長、 

 医学研究科長、公共政策教育部長又は経営管理教 

 育部長」と、第３６条第７項、第３６条の２、第３ 

８条第２項及び第３９条（第２号の場合に限る。） 

中「研究科」とあるのは「研究科又は教育部」と 

、第４０条第１項中「研究科に転科（地球環境学 

舎及び経営管理研究部にあつては転部）」とある 

のは「研究科又は教育部に、それぞれ、転科若し 

くは転部」と、「当該研究科」とあるのは「当該 

研究科又は教育部」と、同条第２項中「研究科」 

とあるのは「研究科又は教育部」と、第４１条中 

「研究科長（総合生存学館長、地球環境学舎長及 

経営管理教育部長を含む。以下同じ。）」とある 

のは「法学研究科長、医学研究科長、公共政策教 

育部長又は経営管理教育部長」と、第４２条並び 

に第４７条第１項及び第２項中「研究科長」とあ 

るのは「法学研究科長、医学研究科長、公共政策 

教育部長又は経営管理教育部長」と読み替えるも 

のとする。 

 

 

 

 

第６５条 第４条、第６条、第８条、第９条、第１０

条第１項及び第３項、第１１条、第１２条第１項な

いし第５項及び第７項、第１３条、第１４条、第１

８条ないし第２６条、第２８条第１項、第２項及び

第４項、第２９条ないし第３４条の規定は、学部の

外国学生に準用する。 

２ 第１０条第１項及び第３項、第１１条、第１２条

第１項ないし第４項及び第７項本文、第１３条、第

２３条第５項及び第６項ないし第２５条、第２８条

第１項ただし書、第２項及び第４項、第３０条ない

し第３４条、第３６条第７項、第３６条の２、第３

８条、第４０条ないし第４２条、第４２条の４ない

し第５０条の２、第５１条第１項、第５２条、第５

３条後段、第５５条、第５６条の規定は、大学院の

外国学生に準用する。 

３  

４  
（略） （同 左） 



改 正 前 改 正 後 

５  

６  

７  

 

 （後 略） 

５  

６  

７  

 

 

 

   附 則 

この規程は、平成２８年１１月２９日から施行す

る。 

 

 

  

（略） （同 左） 


